（仮称）南千里駅前公共公益施設整備事業

様式集及び記載要領（案）

第１　提出書類及び各様式の作成要領

１　入札説明会及び質問書に関する提出書類

（１）入札説明会参加申込書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第１号）

（２）入札説明書等に関する質問提出書　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第２号）

（３）質問書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第３号）

２　競争入札参加資格確認書類提出時

次の書類をまとめて１部提出すること。

（１）資格審査の確認に関する提出書類

ア　競争参加資格確認申請書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第４号）

本事業の競争参加資格確認申請について、すべての構成員に関する以下に示す必要書類を添付の上、提出すること。

＜添付書類＞

（ｱ）会社概要（パンフレット等の使用も可とする）

（ｲ）商業登記簿謄本

（ｳ）企業単体の貸借対照表、損益計算書及び利益処分案

（ｴ）連結決算の貸借対照表、損益計算書

イ　グループ構成員一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第５号）

本入札説明書の第３の１に基づき、本事業における応募者の構成について記載し、その業務内容に関する各企業の役割についてそれぞれ簡潔に記載すること。

ウ　委任状（構成員→代表企業）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第６号）

書式に従い、記入捺印の上、提出すること。

エ　維持管理業務及び運営業務に必要な資格に関する書類　　　　　　　　（様式第７号）

（２）競争入札参加資格確認書類

ア　設計企業の一級建築士事務所登録を証明する書類（写）

イ　設計企業の設計実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第８号）

ウ　設計企業の配置予定技術者の資格及び経験　　　　　　　　　　　　　（様式第９号）

エ　建設企業の特定建設業許可を証明する書類（写）

オ　建設企業の経営事項審査結果通知書（写）

カ　建設企業の施工実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第10号）

キ　建設企業の配置予定技術者の資格及び経験　　　　　　　　　　　　　（様式第11号）

ク　工事監理企業の一級建築士事務所登録を証明する書類（写）

ケ　工事監理企業の設計実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第12号）

コ　工事監理企業の配置予定技術者の資格及び経験　　　　　　　　　　　（様式第13号）

サ　維持管理企業の維持管理実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第14号）

シ　維持管理企業の配置予定技術者の資格及び経験　　　　　　　　　　　（様式第15号）

３　入札辞退時の提出書類

入札辞退時は、次の書類を１部提出すること。

（１）入札辞退届　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第16号）

４　入札時の提出書類

入札時は、次の書類を指定の部数提出すること。

	提出書類
	規格等
	部数

	入札書類提出届
	
	各１部

	入札書
	
	　１部

	提案書
	施設の設計・建設に関する提案書
	Ａ４版
	正本１部

副本20部

	
	施設計画図面集
	
	

	
	施設の維持管理に関する提案書
	
	

	
	施設の運営に関する提案書
	
	

	
	事業計画に関する提案書
	
	

	
	提案書の電子データ
	ＣＤ－Ｒ
	３部


（１）入札書類提出届等

ア　入札書類提出届　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第17号）

イ　入札書類確認書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第18号）

ウ　委任状（代理人が入札する場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第19号）

エ　業務要求水準に関する確認書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第20号）

オ　基礎審査確認リスト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第21号）

（２）入札書

ア　入札書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第22号）

イ　入札金額内訳書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第23号）

（３）施設の設計・建設に関する提案書

ア　提案書

	様式番号
	様式
	記載事項
	記載上の留意事項
	枚数

制限

	様式

第１－１号
	指定
	施設計画概要
	・面積は、小数点以下第２位まで記入すること。

・面積や高さなどの数値は、図面などで確認できるようにすること。

・項目は、必要に応じて、適宜追加すること。


	１枚

	様式

第１－２号
	指定
	設計工程計画書
	・項目や期間などは、必要に応じて、適宜追加すること。
	１枚

	様式

第１－３号
	指定
	工事工程計画書
	・項目や期間などは、必要に応じて、適宜追加すること。
	１枚

	様式

第１－４号
	指定
	面積表
	・業務要求水準書の第３の５の(1)から(17)までに示す諸室について、すべて記入すること。

・面積は、小数点以下第２位まで記入すること。

・面積や高さなどの数値は、図面などで確認できるようにすること。

・各室面積、各機能別面積、各階面積及び延床面積がわかる表記とすること。

・必要な枚数で、具体的に記入すること。

・項目は、必要に応じて、適宜追加すること。
	必要枚数

	様式

第１－５号
	指定
	仕上表
	・項目は、必要に応じて、適宜追加すること。
	必要枚数

	様式

第１－６号
	指定
	書架・備品リスト
	・項目は、必要に応じて、適宜追加すること。
	必要枚数

	様式

第１－７号
	共通
	設計・建設業務の取り組み方針
	・本事業の基本理念、目的及び施設コンセプトに対する認識を踏まえ、設計・建設業務の基本的考え方及び取り組み方針を記載すること。

・千里ニュータウン地域の特性や千里南地区センターにおける本施設の位置づけに対する認識を踏まえ、周辺施設との連携やこれからの複合庁舎のあり方について記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－８号
	共通
	施設全体構成の考え方
	・各機能の関連性や利用特性(利用者層、開館時間など)を踏まえ、施設全体構成の考え方を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－９号
	共通
	フレキシビリティ(可変性)の確保の考え方
	・将来的な社会ニーズの変化などにも柔軟に対応することができる施設として、フレキシビリティ(可変性)の確保の考え方を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－10号
	共通
	ＰＦＩの特性を生かした施設計画上の工夫の考え方
	・複数業務の一括発注、長期契約、性能発注など、ＰＦＩの特性を生かした施設計画上の工夫点を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－11号
	共通
	動線計画及び配置計画の考え方
	・周辺の道路や歩行者の通行状況などを踏まえ、歩行者、自転車、自動車の各動線計画を記載すること。

・歩行者用デッキや南千里駅、交通広場などと本施設との関係性を考慮し、施設の配置計画の考え方を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－12号
	共通
	意匠計画の考え方
	・地域のランドマークであり、かつ、周辺環境と調和する施設の外観デザイン（形態や色彩など）及び外構計画の考え方を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－13号
	共通
	ユニバーサルデザインの考え方
	・ユニバーサルデザイン導入の考え方、具体的な導入施設・設備などの内容について記載すること。

・誰にもわかりやすいサイン計画とするための工夫点を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－14号
	共通
	環境保全対策の考え方
	・施設の環境保全計画に関する基本的な考え方について記載すること。

・環境負荷の低減、省エネルギー・省資源など、ＬＣＣＯ２削減の工夫点を記載すること。

・光熱水費の削減方策を記載すること。
	３枚

以内

	様式

第１－15号
	共通
	施設の長寿命化・耐震性向上の考え方
	・建物・設備機器の長寿命化に対する基本的な考え方、及び建築計画、設備計画、維持管理計画上の具体的な工夫点を記載すること。

・耐震性を向上させるための具体的な方策を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－16号
	共通
	施工計画の考え方
	・周辺関連工事(歩行者等デッキや交通広場の整備など)との連携の考え方、駅利用者などの安全性を確保するための方策を記載すること。
	３枚

以内

	様式

第１－17号
	共通
	千里花とみどりの情報センター機能の考え方
	・千里花とみどりの情報センター機能の施設計画(平面･断面)の考え方を記載すること。

・展示ホールと講義室とが一体的に利用できるための計画上の工夫点を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－18号
	共通
	千里ニュータウン建設記念館機能の考え方
	・千里ニュータウン建設記念館機能の施設計画(平面・断面)の考え方を記載すること。

・多目的ルームを展示目的で利用するに当たっての工夫、及び誰でも利用しやすい音響設備とするための工夫点を記載すること。

・エントランスホールと展示スペースとの一体的な利用に配慮した計画上の工夫点を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－19号
	共通
	千里図書館機能の考え方
	・千里図書館機能の施設計画、プライバシーの確保の考え方、内装・家具計画を記載すること。

・誰にでも利用しやすい千里図書館機能とするための書架の配置、家具、サイン計画上の工夫点を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－20号
	共通
	高齢者拠点施設機能の考え方
	・高齢者拠点施設機能の施設計画(平面・断面)の考え方を記載すること。

・温浴施設や交流サロンを利用しやすい空間とするための計画上の工夫点を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－21号
	共通
	市民公益活動拠点施設機能他２機能の考え方
	・市民公益活動拠点施設機能、吹田市国際交流センター機能、大学コンソーシアム機能の施設計画(平面・断面)の考え方を記載すること。

・３機能の連携を踏まえ、交流サロンが交流を促す空間として活用されるための計画上の工夫点を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－22号
	共通
	(仮称)千里コミュニティプラザ・南千里地区公民館機能の考え方
	・(仮称)千里コミュニティプラザ・南千里地区公民館機能の施設計画(平面・断面)の考え方を記載すること。

・多目的ホールの内装計画、舞台計画(機構、照明、音響)上の工夫点を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－23号
	共通
	千里出張所機能他５機能で特に重視する事項
	・千里出張所機能、保健センター南千里分室機能、口腔ケアセンター機能、地域保健福祉センター機能、平和祈念資料室機能の中で、計画上、特に工夫した点を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－24号
	共通
	駐車場・駐輪場機能の考え方
	・駐車場・駐輪場機能の施設計画(平面・断面)の考え方を記載すること。

・利用者の安全性の確保、利便性の向上を図るための工夫点を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第１－25号
	共通
	共用機能の考え方
	・共用機能(特にエントランスホール及び各階共用ホール)の施設計画(平面・断面)の考え方を記載すること。

・市民交流の核となる空間として、にぎわいを演出するための空間計画上の工夫点を記載すること。

・非常時に避難・集結できる場所として利用するための計画上の工夫点を記載すること。
	３枚

以内

	様式

第１－26号
	共通
	設計・建設業務に関するセルフモニタリングの考え方
	・設計、工事監理、建設に関し、要求水準及び提案内容の品質を確保するために有効なセルフモニタリングの実施体制・方法を記載すること。
	２枚

以内


イ　図面

提案書に記載した事項を補足するためのものとして、記載内容と整合する内容を図面として示すこと。

	様式

番号
	様式
	記載事項
	縮尺
	記載上の留意事項
	枚数

制限

	図面

第１号
	Ａ３版
	外観透視図
	適宜
	・１面は正面からの外観(阪急南千里駅改札方面からのアイレベル)とすること。
	２面

	図面

第２号
	Ａ４版
	内観透視図
	適宜
	・千里花とみどりの情報センター機能の展示ホールと講義室(１面)、(仮称)千里コミュニティプラザ機能の多目的ホール(１面)、エントランスホール(１面)は最低限作成すること。

・上記以外は、提案にあたり必要と考える面で適宜することは可能とする。
	３面以上

	図面

第３号
	Ａ３版
	配置図
	1/400
	・外構計画図として、主要部分の仕上げや樹種を明示し、外灯などの屋外付帯施設を記入すること。

・人や車のアクセスの考え方など、動線や説明文を記入すること。
	適宜

	図面

第４号
	Ａ３版
	平面図
	1/500
	・各階平面図を記入すること。

・必要最小限の範囲内で、各室の名称、主要部分の寸法、壁の種別(構造壁、間仕切壁など)、開口部の位置、動線や説明文を記入すること。
	適宜

	図面

第５号
	Ａ３版
	立面図
	1/500
	・提案にあたり必要と考える面について、２面以上作成すること。

・必要最小限の範囲内で、主要な仕上げ、施設の高さ、階高、主要スパン寸法、説明文を記入すること。
	２面以上

	図面

第６号
	Ａ３版
	断面図
	1/500
	・提案にあたり必要と考える面について、２面以上作成すること(歩行者デッキ等を含めること)。

・諸室の名称、施設の高さ、階高、天井高、主要スパン寸法、説明文を記入すること。
	２面以上

	図面

第７号
	Ａ３版
	日影図
	1/1000
	・等時間(１時間ごと)の日影図を記載すること。
	1枚

	図面

第８号
	Ａ３版
	構造計画図
	－
	・構造概要、略伏図、略軸組図を記載すること。
	２枚

以内


	図面

第９号
	Ａ３版
	設備計画図
	－
	・電気設備及び機械設備において、主要な設備項目と概要を記載すること。
	適宜

	図面

第10号
	Ａ３版
	各種設備系統図
	適宜
	
	適宜


（４）施設の維持管理・運営に関する提案書

	様式番号
	様式
	記載事項
	記載上の留意事項
	枚数

制限

	様式

第２－１号
	共通
	維持管理業務の取り組み方針
	・本事業の目的を踏まえて、維持管理業務の基本的な考え方、取り組み方針を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第２－２号
	共通
	維持管理業務に関するセルフモニタリングの考え方
	・維持管理に関し、要求水準及び提案内容の品質を確保するために有効なセルフモニタリングの実施体制・方法を記載すること。
	１枚

	様式

第２－３号
	共通
	保守管理業務の考え方
	・建築物、建築設備、舞台設備の性能及び状態を適切な状態に維持しておくために、必要と考える各保守管理業務の遂行計画及び方策を記載すること。

・具体的な管理項目、作業内容、頻度などを記載すること。
	２枚

以内

	様式

第２－４号
	共通
	警備業務の考え方
	・利用者の安全性を確保するために必要と考える業務実施上及び施設計画上の工夫点を記載すること。

・緊急事態が発生した場合の連絡体制、対応方法を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第２－５号
	共通
	修繕業務の考え方
	・維持管理・運営期間中における修繕・更新計画の基本的な考え方を記載すること。

・大規模修繕業務実施時において、施設利用に与える影響を軽減するための工夫点を記載すること。

・事業期間終了時の施設の保全状態に対する考え方を記載すること。
	２枚

以内

	様式

第２－６号
	共通
	駐車場・駐輪場管理業務の考え方
	・駐車場・駐輪場管理業務の具体的な管理項目、作業内容、頻度などを記載すること。

・搬出入車両の安全対策上の工夫点を記載すること。
	１枚

	様式

第２－７号
	共通
	運営業務の取り組み方針
	・本事業の目的を踏まえて、運営業務の基本的な考え方、取り組み方針を記載すること。
	１枚

	様式

第２－８号
	共通
	運営業務に関するセルフモニタリングの考え方
	・運営に関し、要求水準及び提案内容の品質を確保するために有効なセルフモニタリングの実施体制・方法を記載すること。
	１枚

	様式

第２－９号
	共通
	運営サービス水準の向上のための具体的工夫
	・コンシェルジュ及び千里ニュータウン建設記念館運営業務において、施設利用者の利便性や満足度を向上させるために必要と考えるサービス内容及び提供方法上の工夫点を記載すること。

・飲食スペース運営業務において、施設利用者の利便性や満足度を向上させるために必要と考えるサービス内容及び提供方法上の工夫点を記載すること(具体的な飲食スペースの設置場所、提供メニュー・料金、サービス提供時間を記載すること)。
	３枚

以内


（５）事業計画に関する提案書

様式第３－６号から様式第３－12号までの書類は、入札価格の妥当性を判断するものであるため、その整合性が確認できるようにするとともに、正確な計算を行うこと。なお、これらと入札価格が著しく異なる内容の場合には、失格とすることがある。

算定根拠等からの計算過程が複雑となる場合は、当該計算過程を別のシートによって作成し、これらを併せて添付しておくこと（計算の数式を残したまま、他のシートとのリンクが残った状態で提出すること）。

	様式番号
	様式
	記載事項
	記載上の留意事項
	枚数

制限

	様式

第３－１号
	共通
	事業実施体制（全体）
	・本事業の実施体制に関する基本的考え方、特徴、アピールポイントを記載すること。

・設計・工事監理・建設・維持管理・運営の各業務を実施する構成員及びその他参加企業の名称(以下「各実施主体」という。)を明示し、役割分担及び指揮命令系統を記載すること。ただし、第２の２に留意すること。

・各実施主体の役割、相互関係が把握できるよう実施体制を図示すること。
	２枚

以内

	様式

第３－２号
	共通
	設計・建設業務実施体制
	・設計、工事監理、建設業務を確実かつ効果的に実施するための体制(組織、実施人数、有資格者登用の考え方、個別業務間の連携・調整方法など)について記載すること。

・設計、工事監理、建設業務に関する知識・ノウハウを有する企業、人材の活用方法などの提案があれば記載すること。
	１枚

	様式

第３－３号
	共通
	維持管理・運営業務実施体制
	・維持管理、運営業務を確実かつ効果的に実施するための体制(組織、実施人数、有資格者登用の考え方、個別業務間の連携・調整方法など)について記載すること。

・維持管理、運営業務に関する知識・ノウハウを有する企業、人材の活用方法などの提案があれば記載すること。
	１枚

	様式

第３－４号
	共通
	リスク管理方策
	・リスク管理に関する基本的な考え方を記載すること。

・本事業の実施に伴い想定される主要なリスクを挙げ、そのリスク負担者、リスク発生の抑制策、リスク顕在化時の対応策などについて、リスクごとに記載すること。
	３枚

以内

	様式

第３－５号
	共通
	地域経済への配慮に対する考え方
	・本事業の実施にあたり、地域経済の活性化に資する具体的な方策(地元企業、地元人材の活用など)について記載すること。
	２枚

以内

	様式

第３－６号
	指定
	資金調達計画
	・株主割合、調達形態、調達利率、調達期間などの資金調達条件を資金拠出主体ごとに記載すること。

・事業期間中に追加増資・追加融資を受ける場合は、それが明確にわかるように記載すること。

・金融機関等からの融資関心表明書などがある場合は、添付すること。
	１枚

	様式

第３－７号
	指定
	初期投資費の内訳書
	・施設整備に関する各種調査費、設計費、各種手続費、工事費、工事監理費などを記載すること。
	１枚

	様式

第３－８号
	指定
	サービス購入料の内訳書
	・市から事業者に支払われるサービス購入料の内訳を年度別に作成すること。
	１枚

	様式

第３－９号
	指定
	サービス購入料の算出根拠
	・入札金額に関する算出根拠を明確に示すこと。
	１枚

	様式

第３－10号
	指定
	損益計算書・利益処分計算等
	・サービス購入料の算定及び支払方法（資料－６）の記載内容に準じて作成すること。

・決算日を３月末日として損益計算書、利益処分計算を作成すること。

・本事業の実施に必要な一切の費用を計上すること。

・原則として消費税等に関して税抜処理により作成すること。ただし、提案にあたって採用した会計・税務処理によって、消費税等を含んだ方が適切な場合には、消費税等の欄を別途設けて作成すること。

・当該作成要領で指定される事項を除き、関連規則及び法令等に基づく適切な会計・税務処理によって作成すること。なお、提案にあたって採用した会計・税務処理について簡潔に記載すること。
	１枚

	様式

第３－11号
	指定
	資金収支計算・貸借対照表
	・サービス購入料の算定及び支払方法（資料－６）の記載内容に準じて作成すること。

・決算日を３月末日として資金収支計算を作成すること。

・本事業の実施に必要な一切の入出金を計上すること。

・原則として消費税等に関して税抜処理により作成すること。ただし、提案にあたって採用した会計・税務処理によって、消費税等を含んだ方が適切な場合には、消費税等の欄を別途設けて作成すること。

・当該作成要領で指定される事項を除き、関連規則及び法令等に基づく適切な会計・税務処理によって作成すること。なお、提案にあたって採用した会計・税務処理について簡潔に記載すること。
	１枚

	様式

第３－12号
	指定
	長期修繕計画書
	・項目は、必要に応じて、適宜追加すること。

・修繕内容を、なるべく具体的に記載すること。

・様式第２－５号と整合させること。
	１枚


第２　作成上の留意点

１　審査書類の位置づけ

書類の作成にあたっては、落札者決定基準（資料－４）を熟読し、審査書類の審査上及び契約上の位置づけをよく理解すること。

２　企業名の記載

入札時の提出書類のうち、企業名は第１の４(1)及び(2)及び正本に記入し、副本には原則として代表企業、構成員の企業名及び企業を類推できる記載（ロゴマークの使用など）は行わないこと。

３　記載内容

・明確かつ具体的に記述すること

・わかりやすさ、見やすさに配慮し、必要に応じて図、表、写真、スケッチ等を適宜利用すること。

・造語や略語は、専門用語、一般用語を除いて、初出の箇所に定義を記述すること。

・他の様式や補足資料に関連する事項が記載されているなど、参照が必要な場合には、該当するページを記入すること。

・提出書類に用いる言語は日本語とし、すべて横書きとする。また、単位は計量法(平成4年５月20日法律第51号)に定めるものとし、通貨単位は円、時刻は日本標準時とすること。

・各様式に置いて、記述が必要とされている事項については、必ず記述すること。

４　書式等

・使用する用紙は、各規定様式を使用し、特に指定のない限り、日本工業規格「Ａ４版」縦長横書き片面とすること。

・設計図面及び提出書類に記載するイラスト、図表などを除き、提出書類で使用する文字の大きさは10ポイント以上とし、上下左右に20ｍｍ程度の余白を設けること。

・ページ数に制限がある場合は、それを遵守すること。

・ページが複数にわたる場合は、右肩に番号を振ること。（例）　１／３

・ページ右下に、市から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている受付番号を付すこと。

・電子データを保存するアプリケーションソフトは、原則としてMicrosoft Word又はMicrosoft Excel（いずれもWindows対応）とするが、Microsoft Word以外のソフトを使用する場合は、ＰＤＦ形式での保存・提出も認める（テキストや画像のコピーを有効な設定とすること）。なお、Microsoft Excelで作成する様式は、関数及び計算式などを残したまま提出すること。

・設計図面及び透視図は、使用ソフトをMicrosoft Wordに限定しないが、提出するデータはＰＤＦ形式とする。ただし、外観透視図及び内観透視図は、その画像のみをjpeg形式で併せて提出すること。

５　提出要領

競争入札参加資格に関する資料は、正本１部を提出すること。

入札に関する資料は、以下のとおりとする。

・様式第15号「入札書類提出届」及び様式第17号「業務要求水準に関する確認書」は、正本１部を提出すること。

・入札書は封かんの上、入札者名を表記して１部を提出すること。

・施設の設計・建設に関する提案書、施設の維持管理・運営に関する提案書及び事業計画に関する提案書は、提出書類ごとに、正本１部、副本20部、合計21部を用意すること。

・（様式第１－１号）から（様式第１－24号）までと、（図面第１号）から（図面第10号）までをＡ４ファイルに番号の若い順に一括して綴じ、表紙及び背表紙に「設計・建設に関する提案書」と記載すること。

・（様式第２－１号）から（様式第２－９号）までをＡ４ファイルに番号の若い順に一括して綴じ、表紙及び背表紙に「維持管理・運営に関する提案書」と記載すること。

・（様式第３－１号）から（様式第３－10号）までをＡ４ファイルに番号の若い順に一括して綴じ、表紙及び背表紙に「事業計画に関する提案書」と記載すること。

・Ａ３版の様式については、Ａ４ファイルに折り込んで綴じること。

・正本の表紙には「正本」である旨を記入し、副本の表紙には右肩に１から２０までの番号を付けること。

（１）入札説明会及び質問書に関する提出書類

（様式第１号）

平成２１年○月○日

入札説明会参加申込書

（仮称）南千里駅前公共公益施設整備事業に係る入札説明会への参加を希望します。

	企業名
	

	業種
	設計・建設・維持管理・運営・金融・その他（　　　　）

	参加希望人数
	

	参加者所属／氏名
	

	
	


（担当者連絡先）

	所属
	

	氏名
	

	所在地
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	Ｅ－ＭＡＩＬ
	


（注）入札説明会への参加は、１社２名までとします。

（様式第２号）

平成２１年○月○日

入札説明書等に関する質問提出書

（仮称）南千里駅前公共公益施設整備事業に係る入札説明書等に関する質問を提出します。

	企業名
	

	業種
	設計・建設・維持管理・運営・金融・その他（　　　　）


（担当者連絡先）

	所属／氏名
	

	電話／ＦＡＸ
	

	メールアドレス
	


（質問の内訳）

	資料番号
	資料名
	質問数

	（記入例）資料－２
	基本協定書（案）
	３

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	計
	


（様式第３号）

[image: image1.emf]平成２１年　月　日

質　問　書

頁 第● ● （●） カナ （ｶﾅ） 英字

例 ○○○○ 1 第1 1 (1) ｱ (ｱ) a

○○○○○

1

2

3

4

5

（注１）質問する資料ごとに本様式を作成してください。

（注２）資料名には、入札説明書又は資料－１から資料－７までの該当する資料番号と資料名称を

　記入してください。

（注３）該当箇所の記入にあたっては、数値、記号を半角小文字で記入してください。

（注４）タイトルは、該当箇所のできるだけ細かい本文中のタイトルを記入してください。

（注５）行が不足する場合には、適宜増やしてください。

（注６）入札説明書等の該当箇所の順番に並べてください。

（注７）上表については、添付のエクセルファイルを使用してください。

(仮称)南千里駅前公共公益施設整備事業に係る入札説明書等について、次のとおり質問書を提出します。



企　　業　　名

所　　在　　地

所属／担当者名

電 話 ／ ＦＡＸ

メールアドレス



NO タイトル

該当箇所

質　　　問

資料番号・資料名 （記入例）資料－２　基本協定書（案）


（２）競争入札参加資格確認に関する提出書類

（様式第４号）

平成２１年　月　日

競争入札参加資格確認申請書

吹 田 市 長　あて

入札参加者　グループ名　

代表企業　　所在地　

商号又は名称　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印

下記の一般競争入札に参加したいので、公告及び入札説明書に定められた書類を添えて、入札参加の申込及び競争入札参加資格の確認申請をいたします。

なお、地方自治法施行令第167条の４第１項及び第２項各号の規定に該当しないものであること、並びに記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

記

１　入札方法　　　総合評価一般競争入札

２　公告年月日　　　平成２１年４月●日

３　事業名称　　　（仮称）南千里駅前公共公益施設整備事業

４　履行場所　　　吹田市津雲台１丁目20番40号ほか

５　連　絡　先

（１）グループ名　

（２）商号又は名称（代表企業）　

（３）担当者所属及び氏名　

（４）電話番号　

（５）E-mail　

以上

（様式第５号）

平成２１年　月　日

グループ構成員一覧表

	代表企業

	所　 在 　地　

商号又は名称　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

担当者氏　名　

所　属　

電　話　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ

E-MAIL　

本事業における役割（設計・建設・工事監理・維持管理・運営・その他）



	構成員

	所　 在 　地　

商号又は名称　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

担当者氏　名　

所　属　

電　話　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ

E-MAIL　

本事業における役割（設計・建設・工事監理・維持管理・運営・その他）



	構成員

	所　 在 　地　

商号又は名称　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

担当者氏　名　

所　属　

電　話　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ

E-MAIL　

本事業における役割（設計・建設・工事監理・維持管理・運営・その他）




（注１）本事業における役割については、入札説明書の第３を踏まえ、具体的に記載すること。なお、一つの業務を複数の企業で分担する場合は、分担する業務の内容についても記載すること。

（注２）記入欄が不足する場合は、適宜、本様式に準じて作成・追加すること。

（様式第６号）

平成２１年　月　日

委　　任　　状

（各構成員の代表者から代表企業の代表者への委任状）

	委　任　者

（入札参加者の

構成員）
	所　 在 　地　

商号又は名称　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	委　任　者

（入札参加者の

構成員）
	所　 在 　地　

商号又は名称　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	委　任　者

（入札参加者の

構成員）
	所　 在 　地　

商号又は名称　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


（注）記入欄が不足する場合は、本様式に準じて追加・作成すること。
私たちは、下記の企業を入札参加者の代表企業とし、（仮称）南千里駅前公共公益施設整備事業に関し、下記の権限を委任します。

	受　任　者

（入札参加者の

代表企業）
	所　 在 　地　

商号又は名称　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	委任事項
	１　競争入札参加資格確認申請に関する件

２　入札辞退に関する件

３　入札及び提案に関する件


（様式第７号）

平成２１年　月　日

維持管理業務及び運営業務に必要な資格に関する書類

吹 田 市 長　あて

入札参加者　グループ名　

代表企業　　所在地　

商号又は名称　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成２１年４月●日に公告された（仮称）南千里駅前公共公益施設整備事業における維持管理業務及び運営業務について、必要な資格（許可・登録・認定など）をもって、これを実施することを誓約します。

（様式第８号）

平成２１年　月　日

設計企業の設計実績

	企業名
	

	事業者からの受注
	・単独　　　　・共同企業体　　（いずれかを囲むこと）

	一級建築士事務所登録番号
	　　　　　　　　　　　　　　　（登録年月日：○年○月○日）

	競争入札参加有資格者名簿
整理番号
	

	実績の有無（有・無）及び内容
	業務の名称
	○○○○設計業務

	
	業務の発注者名
	○○県○○部○○課

	
	受注形態
	・単独　　　　・共同企業体（出資比率　％）（いずれかを囲むこと）

	
	施工場所
	○○県○○市○○町

	
	業務工期
	平成○年○月○日～平成○年○月○日

	
	契約金額
	○○○，○○○円

	
	建築物の用途
	

	
	構造・階数
	延べ面積
	造・地上　階／地下　階
	○○．○○○㎡

	
	施設の諸室概要
	


（注１）実績の有無に関らず、設計業務を行う者すべてが個別に本様式を作成すること。

（注２）実績の有無について、有・無のいずれかに○をつけ、有る場合は内容を記載すること。

（注３）上記資格及び実績を証明できる資料（契約書の写し、完成確認書など）を別途提出すること。

（注４）共同企業体の実績を記入する場合は、代表企業として共同企業体中最大の出資を行ったことを証明する資料を添付すること。

（様式第９号）

平成２１年　月　日

設計企業の配置予定技術者の資格及び経験

グループ名：

設計業務を行う者の商号又は名称：

	項目
	氏名　
	氏名　
	氏名　

	法令による資格など
	例）一級建築士 平成○年取得 第○号
	
	

	業務概要等
	業務の名称
	○○
	
	

	
	業務の発注者
	○○県○○部○○課
	
	

	
	施工場所
	○○県○○市○○町
	
	

	
	契約金額
	○○○，○○○円
	
	

	
	業務工期
	平成○年○月○日～平成○年○月○日
	
	

	
	従事役職
	例）監理技術者
	
	

	
	業務概要
	※入札説明書において明示した参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目を記載すること
	
	

	現在従事している

業務の名称
	
	
	


（注１）法令による資格などについては、資格などを証明する書面の写しを添付すること。

（注２）配置予定技術者は３名以内で記載し、事業契約締結後は、原則として記載した技術者の中から専任で配置すること。

（様式第10号）

平成２１年　月　日

建設企業の施工実績

	企業名
	

	選定事業者からの受注
	・単独　　　　・共同企業体　　（いずれかを囲むこと）

	建設業許可番号
	　　　　　　　　　　　　　　　（許可年月日：○年○月○日）

	競争入札参加有資格者名簿
整理番号
	

	経営事項審査点数
	建築一式工事○○○○○点

	実績の有無（有・無）及び内容
	業務の名称
	○○○○工事（CORINS登録番号○番）

	
	業務の発注者名
	○○県○○部○○課

	
	受注形態
	・単独　　　　・共同企業体（出資比率　％）（いずれかを囲むこと）

	
	施工場所
	○○県○○市○○町

	
	業務工期
	平成○年○月○日～平成○年○月○日

	
	契約金額
	○○○，○○○円

	
	建築物の用途
	

	
	構造・階数
	延べ面積
	造・地上　階／地下　階
	○○．○○○㎡

	
	施設の諸室概要
	


（注１）実績の有無に関らず、建設業務を行う者すべてが個別に本様式を作成すること。

（注２）実績の有無について、有・無のいずれかに○をつけ、有る場合は内容を記載すること。

（注３）上記資格及び実績を証明できる資料（契約書の写し、完成確認書など）を別途提出すること。

（注４）共同企業体の実績を記入する場合は、代表企業として共同企業体中最大の出資を行ったことを証明する資料を添付すること。

（様式第11号）

平成２１年　月　日

建設企業の配置予定技術者の資格及び経験

グループ名：

建設業務を行う者の商号又は名称：

	項目
	氏名　
	氏名　
	氏名　

	業務概要等
	業務の名称
	○○
	
	

	
	業務の発注者
	○○県○○部○○課
	
	

	
	施工場所
	○○県○○市○○町
	
	

	
	契約金額
	○○○，○○○円
	
	

	
	業務工期
	平成○年○月○日～平成○年○月○日
	
	

	
	従事役職
	例）監理技術者
	
	

	
	業務概要
	※入札説明書において明示した参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目を記載すること
	
	

	現在従事している

業務の名称
	
	
	


（注１）法令による資格などについては、資格などを証明する書面の写しを添付すること。

（注２）配置予定技術者は３名以内で記載し、事業契約締結後は、原則として記載した技術者の中から専任で配置すること。

（様式第12号）

平成２１年　月　日

工事監理企業の設計実績

	企業名
	

	事業者からの受注
	・単独　　　　・共同企業体　　（いずれかを囲むこと）

	一級建築士事務所登録番号
	　　　　　　　　　　　　　　　（登録年月日：○年○月○日）

	競争入札参加有資格者名簿
整理番号
	

	実績の有無（有・無）及び内容
	業務の名称
	○○○○工事監理業務

	
	業務の発注者名
	○○県○○部○○課

	
	受注形態
	・単独　　　　・共同企業体（出資比率　％）（いずれかを囲むこと）

	
	施工場所
	○○県○○市○○町

	
	業務工期
	平成○年○月○日～平成○年○月○日


	
	契約金額
	○○○，○○○円

	
	建築物の用途
	

	
	構造・階数
	延べ面積
	造・地上　階／地下　階
	○○．○○○㎡

	
	施設の諸室概要
	


（注１）実績の有無に関らず、工事監理業務を行う者すべてが個別に本様式を作成してください。

（注２）実績の有無について、有・無のいずれかに○をつけ、有る場合は内容を記載してください。

（注３）上記資格及び実績を証明できる資料（契約書の写し、完成確認書等）を別途提出してください。

（注４）共同企業体の実績を記入する場合は、代表企業として共同企業体中最大の出資を行ったことを証明する資料を添付してください。

（様式第13号）

平成２１年　月　日

工事監理企業の配置予定技術者の資格及び経験

グループ名：

工事監理業務を行う者の商号又は名称：

	項目
	氏名　
	氏名　
	氏名　

	法令による資格など
	例）一級建築士 平成○年取得 第○号
	
	

	業務概要等
	業務の名称
	○○
	
	

	
	業務の発注者
	○○県○○部○○課
	
	

	
	施工場所
	○○県○○市○○町
	
	

	
	契約金額
	○○○，○○○円
	
	

	
	業務工期
	平成○年○月○日～平成○年○月○日
	
	

	
	従事役職
	例）監理技術者
	
	


	
	業務概要
	※入札説明書において明示した参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目を記載すること
	
	

	現在従事している

業務の名称
	
	
	


（注１）法令による資格などについては、資格などを証明する書面の写しを添付すること。

（注２）配置予定技術者は３名以内で記載し、事業契約締結後は、原則として記載した技術者の中から専任で配置すること。

（様式第14号）

平成２１年　月　日

維持管理企業の業務実績

	企業名
	

	事業者からの受注
	・単独　　　　・共同企業体　　　・個別　　（いずれかを囲むこと）

	競争入札参加有資格者名簿

整理番号
	

	実績の有無（有・無）及び内容
	業務の名称
	○○○○維持管理業務

	
	運営形態
	・単独　　　　・共同企業体　　　・個別　　（いずれかを囲むこと）

	
	実施場所
	○○県○○市○○町

	
	実施期間
	平成○年○月○日～平成○年○月○日

	
	契約金額
	○○○，○○○円

	
	業務内容
	


（注１）実績の有無に関らず、維持管理業務を行う者すべてが個別に本様式を作成すること。

（注２）実績の有無について、有・無のいずれかに○をつけ、有る場合は内容を記載すること。

（注３）上記資格及び実績を証明できる資料（契約書の写し等）を別途提出すること。

（注４）共同企業体の実績を記入する場合は、代表企業として共同企業体中最大の出資を行ったことを証明する資料を添付すること。

（様式第15号）

平成２１年　月　日

維持管理企業の配置予定技術者の資格及び経験

グループ名：

維持管理業務を行う者の商号又は名称：

	項目
	氏名　
	氏名　

	法令による資格など
	例）建築物衛生管理技術者 平成○年取得 第○号
	例）防火管理者 平成○年取得 第○号

	業務概要等
	業務の名称
	○○
	○○

	
	業務の発注者
	○○県○○部○○課
	○○県○○部○○課

	
	履行場所
	○○県○○市○○町
	○○県○○市○○町

	
	契約金額
	○○○，○○○円
	○○○，○○○円

	
	業務工期
	平成○年○月○日～平成○年○月○日
	平成○年○月○日～平成○年○月○日

	
	従事役職
	例）管理技術者
	例）管理者

	
	業務概要
	※入札説明書において明示した参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目を記載すること
	※入札説明書において明示した参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目を記載すること

	現在従事している

業務の名称
	
	


（注１）法令による資格などについては、資格などを証明する書面の写しを添付すること。

（注２）配置予定技術者は３名以内で記載し、事業契約締結後は、原則として記載した技術者の中から専任で配置すること。

（３）入札時、入札辞退時に関する提出書類

（様式第16号）

[image: image2.emf]平成21年度 平成22年度 平成23年度 合計

事前調査費 0

設計費 0

工事監理費 0

解体工事費 0

土工・地業 0

躯体 0

外部・内部仕上 0

その他 0

建築工事費 0 0 0 0

電力設備 0

情報通信設備 0

電気設備工事費 0 0 0 0

空気調和設備 0

給排水衛生設備 0

昇降機設備 0

機械設備工事費 0 0 0 0

外構工事費 0

備品工事費 0

その他工事費 0

直接工事費 0 0 0 0

共通仮設費 0

現場管理費 0

一般管理費 0

共通費 0 0 0 0

その他直接費用 0

設計・建設に係る直接費用　小計（A） 0 0 0 0

建設期間中金利 0

建設に係る各種申請及び手続費用 0

市への本施設の引渡し費用 0

契約に係る費用 0

公租公課 0

その他間接費用 0

その他設計・建設に係る間接費用（B） 0 0 0 0

開業準備費（C） 0

設計・建設に係る費用　税抜（A）＋（B）＋（C） 0 0 0 0

消費税 0

設計・建設に係る費用　税込合計 0 0 0 0

項　　　目


平成２１年　月　日

吹 田 市 長　あて

入札参加者　グループ名：　

代表企業　商号又は名称：　

所在地：　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

入　札　辞　退　届

事業名

	（仮称）南千里駅前公共公益施設整備事業


上記の入札について、競争入札参加資格申請書を提出し、入札参加の申込をしましたが、都合により入札を辞退します。

代表企業　担当者　氏　名　

所　属　

電　話　

ＦＡＸ　

E-mail　

（様式第17号）

平成２１年　月　日

入 札 書 類 提 出 届

吹 田 市 長　あて

入札参加者　グループ名　

代表企業　　所在地　

商号又は名称　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印

（仮称）南千里駅前公共公益施設整備事業の入札説明書等に基づき、入札書類を提出します。

なお、提出書類の記載事項及び添付書類について、事実と相違ないことを制約します。

担当者氏名：

（様式第18号）

平成２１年　月　日

入 札 書 類 確 認 書

	必　要　書　類
	部　数
	入札参加者

確認
	市確認

	◆入札書関係書類
	
	
	

	（様式第17号）入札書類提出届
	１部
	
	

	（様式第18号）入札書類確認書
	
	
	

	（様式第19号）委任状　※代理人が入札する場合
	
	
	

	（様式第20号）業務要求水準に関する確認書
	
	
	

	（様式第21号）基礎審査確認リスト
	
	
	


	（様式第22号）入札書
	
	
	

	（様式第23号）入札金額内訳書
	
	
	

	◆事業提案書
	
	
	

	ア　施設の設計・建設に関する提出書
	
	
	

	（様式第１－１号）施設計画概要
	正本１部
副本20部
	
	

	（様式第１－２号）設計工程計画書
	
	
	

	（様式第１－３号）工事工程計画書
	
	
	

	（様式第１－４号）面積表
	
	
	

	（様式第１－５号）仕上表
	
	
	

	（様式第１－６号）書架・備品リスト
	
	
	

	（様式第１－７号）設計・建設業務の取り組み方針
	
	
	

	（様式第１－８号）施設全体構成の考え方
	
	
	

	（様式第１－９号）フレキシビリティ（可変性）の考え方
	
	
	

	（様式第１－10号）ＰＦＩの特性を生かした施設計画上の工夫の考え方
	
	
	

	（様式第１－11号）動線計画及び配置計画の考え方
	
	
	

	（様式第１－12号）意匠計画の考え方
	
	
	

	（様式第１－13号）ユニバーサルデザインの考え方
	
	
	

	（様式第１－14号）環境保全対策の考え方
	
	
	

	（様式第１－15号）施設の長寿命化・耐震性向上の考え方
	
	
	

	（様式第１－16号）施工計画の考え方
	
	
	

	（様式第１－17号）千里花とみどりの情報センター機能の考え方
	
	
	

	（様式第１－18号）千里ニュータウン建設記念館機能の考え方
	
	
	

	（様式第１－19号）千里図書館機能の考え方
	
	
	

	（様式第１－20号）高齢者拠点施設機能の考え方
	正本１部
副本20部
	
	

	（様式第１－21号）市民公益活動拠点施設機能他２機能の考え方
	
	
	

	（様式第１－22号）（仮称）千里コミュニティプラザ・南千里地区公民館機能の考え方
	
	
	

	（様式第１－23号）千里出張所機能他５機能で特に重視する事項
	
	
	

	（様式第１－24号）駐車場・駐輪場機能の考え方
	
	
	

	（様式第１－25号）共用機能の考え方
	
	
	

	（様式第１－26号）設計・建設業務に関するセルフモニタリングの考え方
	
	
	

	イ　施設の維持管理・運営に関する提案書
	
	
	

	（様式第２－１号）維持管理業務の取り組み方針
	正本１部
副本20部
	
	

	（様式第２－２号）維持管理業務に関するセルフモニタリングの考え方
	
	
	

	（様式第２－３号）保守管理業務の考え方
	
	
	

	（様式第２－４号）警備業務の考え方
	
	
	

	（様式第２－５号）修繕業務の考え方
	
	
	

	（様式第２－６号）駐車場・駐輪場管理業務の考え方
	
	
	

	（様式第２－７号）運営業務の取り組み方針
	
	
	

	（様式第２－８号）運営業務に関するセルフモニタリングの考え方
	
	
	

	（様式第２－９号）運営サービス水準の向上のための具体的工夫
	
	
	

	ウ　事業計画に関する提案書
	
	
	

	（様式第３－１号）事業実施体制（全体）
	正本１部
副本20部
	
	

	（様式第３－２号）設計・建設業務実施体制
	
	
	

	（様式第３－３号）維持管理・運営業務実施体制
	
	
	

	（様式第３－４号）リスク管理方策
	
	
	

	（様式第３－５号）地域経済への配慮に対する考え方
	
	
	

	（様式第３－６号）資金調達計画
	
	
	


	（様式第３－７号）初期投資費の内訳書
	
	
	

	（様式第３－８号）サービス購入料の内訳書
	
	
	

	（様式第３－９号）サービス購入料の算出根拠
	
	
	

	（様式第３－10号）損益計算書・利益処分計算等
	
	
	

	（様式第３－11号）資金収支計算・貸借対照表
	
	
	

	（様式第３－12号）長期修繕計画書
	
	
	

	エ　設計図面及び透視図
	
	
	

	（図面第１号）外観透視図
	正本１部
副本20部
	
	

	（図面第２号）内観透視図
	
	
	

	（図面第３号）配置図
	
	
	

	（図面第４号）平面図
	
	
	

	（図面第５号）立面図
	
	
	


	（図面第６号）断面図
	
	
	

	（図面第７号）日影図
	
	
	

	（図面第８号）構造計画図
	
	
	

	（図面第９号）設備計画図
	
	
	

	（図面第10号）各種設備系統図
	
	
	

	オ　その他
	
	
	

	○事業提案書に関する電子データ（CD－ROM）
	３枚
	
	


（注）必要書類が必要部数揃っていることを確認したうえで、入札参加者確認欄に○印を記入すること（市確認欄は、市が使用する）。

（様式第19号）

[image: image3.emf]合計額 H23年度 H24年度 H25年度 ・・・ H41年度 H42年度 H43年度

1 サービス購入料1

(1)　設計・建設に係る費用

小計1（税抜）

(2)　消費税

小計1（税込）

2 サービス購入料2

(1)　設計・建設に係る費用（サービス購入料1分を除く）

(2)　割賦金利

小計2（税抜）

(3)　消費税

小計2（税込）

3　サービス購入料3

(1)　サービス購入料3-1

維持管理費分

ア　建築物点検保守業務費

イ　建築設備保守管理業務費

ウ　多目的ルーム保守管理業務費

エ　外構施設保守管理業務費

オ　環境衛生管理業務費

カ　清掃業務費

キ　植栽維持管理業務費

ク　警備業務費

ケ　駐車場・駐輪場管理業務費

コ　その他業務を実施する上で必要な関連業務費

運営費分

サ　コンシェルジュ及び千里ニュータウン建設記念館運営業務費

その他費用分

シ　事業者の利益及び法人税等

ス　事業者の運営経費

セ　その他事業者が必要とする費用

小計3-1（税抜）

(2)　消費税（サービス購入料3-1分）

小計3-1（税込）

(3)　サービス購入料3-2

ア　修繕業務費

小計3-2（税抜）

(4)　消費税（サービス購入料3-2分）

小計3-2（税込）

小計3（税抜）（小計3-1と3-2の合計）

小計3（税込）（小計3-1と3-2の合計）

税抜合計（＝小計1＋小計2＋小計3　※税抜）

税込合計（＝小計1＋小計2＋小計3　※税込）


委　　任　　状

（代理人が入札する場合）

平成２１年　月　日

吹田市長　阪口　善雄　あて

入札参加者　グループ名　

代表企業　　所在地　

商号又は名称　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印

１　事業名

	（仮称）南千里駅前公共公益施設整備事業


２　受任者使用印鑑

[image: image4.emf]金　　　額

1　サービス購入料1及び2

(1)　設計・建設に係る直接費用

①設計費

②解体・撤去業務費

③建築工事費

④電気設備工事費

⑤機械設備工事費

⑥外構工事費

⑦什器・備品等設置業務費

⑧その他工事費

⑨共通費

⑩その他直接費用

⑪工事監理費

(2)　設計・建設に係る間接費用

⑫建設期間中金利

⑬融資組成手数料

⑭市への所有権移転費用

⑮契約に係る費用

⑯施設の設計及び建設に係る保険料

⑰公租公課

⑱その他間接費用

(3)　開業準備費

(4)　消費税

小計1

基準金利 ① ％

スプレッド ② ％

割賦金利 ③=①+② ％

小計2=小計1＋(5)

2　サービス購入料3-1

(1)　維持管理費

①建築物保守管理業務費

②建築設備保守管理業務費

③多目的ルーム保守管理業務費

④外構施設保守管理業務費

⑤環境衛生管理業務費

⑥清掃業務費

⑦植栽維持管理業務費

⑧警備業務費

⑨駐車場・駐輪場管理業務費

⑩その他業務を実施する上で必要な関連業務費

(2)　運営費

①コンシェルジュ及び千里ニュータウン建設記念館運営業務費

(3)　その他費用

①事業者の利益及び法人税等

②事業者の運営経費

③その他事業者が必要とする費用

(4)　消費税（サービス購入料3-1分）

小計3

3　サービス購入料3-2

(1)　修繕業務費

(2)　消費税（サービス購入料3-2分）

小計4

合計＝小計2＋小計3＋小計4



※延床面積当たりの単価を記載すること



項　　　目 算　　出　　根　　拠



(5)　割賦金利


私は、氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　を代理人として定め、上記の事業の入札及び見積りに関する一切の権限を委任します。

（様式第20号）

平成２１年　月　日

業務要求水準に関する確認書

吹田市長　阪口　善雄　あて

入札参加者　グループ名　

代表企業　　所在地　

商号又は名称　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成２１年４月●日付で入札公告のありました（仮称）南千里駅前公共公益施設整備事業の入札に対する本入札書類の一式は、入札説明書等に規定された業務要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。

（様式第21号）

基　礎　審　査　確　認　リ　ス　ト

（１）設計・建設に関する事項

	項目
	確認事項
	該当様式

(○－○)
	参加者

確認
	市

確認

	本事業の事業期間
	実現可能な事業工程となっている。
	
	
	

	
	・設計・工事期間（平成21年10月～平成24年2月）
	
	
	

	施設整備計画・配置計画・外構計画
	法令、要求水準等に適合した施設計画となっている。
	
	
	

	
	・建蔽率　80％
	
	％
	

	
	・容積率　400％
	
	％
	

	
	・施設延床面積（9,604㎡～9,996㎡）
	
	㎡
	

	
	・高さ制限（道路斜線、隣地斜線、千里ニュータウンのまちづくり指針（地上45ｍ以下））
	
	
	

	
	・南千里駅からのデッキレベルでのアクセス（2階エントランスホールへのフラットでの対応）
	
	
	

	
	・竹見台地区への歩行者デッキは、既設デッキを撤去し、改築する
	
	
	

	
	・北側ホテルマーレの歩行者デッキを3階に接続する
	
	
	

	
	・ホテルマーレ連絡デッキの屋外エレベーターは福祉対応型とする
	
	
	

	
	・阪急南千里駅改札前デッキは、既設デッキを撤去し、改築する
	
	
	

	
	・阪急南千里駅から本施設エントランスまでの間に、屋外イベント広場等を設ける。
	
	
	

	
	・屋外イベント広場等に、エスカレーター等を設置する
	
	
	

	
	・駐車場への進入は、南側の府道豊中摂津線より行う
	
	
	

	
	・南千里駅高架下、南千里交番への車両の進入路を確保する（工事中は府道豊中摂津線からの仮設進入路を設置する）
	
	
	

	各機能・各室の性能
	各室の性能等が要求水準を満たしている。


	
	
	

	(1) 千里出張所
	共通
	1階に配置する
	
	階
	

	
	事務室
	床面積（266.00㎡～294.00㎡）
	
	㎡
	

	
	会議室
	床面積（23.75㎡～26.25㎡）
	
	㎡
	

	
	更衣・

休憩室
	床面積（28.50㎡～31.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	男女別更衣室の設置
	
	
	

	
	面談室
	床面積（19.00㎡～21.00㎡）
	
	㎡
	

	
	倉庫
	床面積（19.00㎡～21.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室に近接する
	
	
	

	(2) 千里花とみどりの情報センター
	共通
	1階に配置する
	
	
	

	
	事務室
	床面積（28.50㎡～31.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	準備室、会議室と隣接している
	
	
	

	
	講義室
	床面積（95.00㎡～105.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室、展示ホールと隣接し、行き来できる
	
	
	

	
	準備室
	床面積（14.25㎡～15.75㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室、講義室と隣接する
	
	
	

	
	
	更衣スペース（男女別）を確保する
	
	
	

	
	倉庫1
	床面積（14.25㎡～15.75㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室、講義室、準備室に近接する
	
	
	

	
	倉庫2
	床面積（19.00㎡～21.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室、講義室、準備室に近接する
	
	
	

	
	展示ﾎｰﾙ
	床面積（66.50㎡～73.50㎡）
	
	㎡
	

	(3) 千里ニュータウン建設記念館
	共通
	展示ルーム、会議室は2階に配置する
	
	
	

	
	展示

ルーム
	床面積（142.50㎡～157.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	閲覧コーナー（19.00㎡～21.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	ビデオ映像コーナー（4.75㎡～5.25㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室（28.5㎡～31.5㎡）
	
	㎡
	

	
	
	倉庫（19.00㎡～21.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	展示ギャラリーと一体利用が可能
	
	
	

	
	
	会議室と隣接する
	
	
	

	
	会議室
	床面積（71.25㎡～78.75㎡）
	
	㎡
	

	
	
	展示ルームと隣接し、一体利用も可能
	
	
	

	
	多目的

ルーム
	床面積（133.00㎡～147.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	倉庫の確保
	
	
	

	(4) 千里図書館
	共通
	3階に配置する
	
	
	

	
	
	一般図書エリアと児童図書エリアの緩衝を避ける配置とする
	
	
	

	
	一般図書エリア
	床面積（237.50㎡～262.50㎡）
	
	
	

	
	
	エリア内に一般図書コーナー、新着図書コーナー、特集図書コーナー、文庫本・新書本コーナー、郷土・行政資料コーナー、参考資料コーナー、大型本コーナーを設ける
	
	
	

	
	
	利用者検索端末（OPAC）5台分の設置スペースを確保する
	
	
	

	
	児童図書エリア
	床面積（142.50㎡～157.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	エリア内に児童図書コーナー、新着図書コーナー、特集図書コーナー、絵本・紙芝居コーナー、児童用雑誌・新聞コーナー、読み聞かせコーナーを設ける
	
	
	

	
	
	児童図書エリアへは、一般図書エリアを横切らずに行ける
	
	
	

	
	
	一般図書エリアの行政資料コーナーとは隔離する
	
	
	

	
	
	読み聞かせコーナーの床面積（20㎡以上）
	
	㎡
	

	
	
	読み聞かせコーナーと絵本・紙芝居コーナーとを連続させ、児童図書コーナーとも近接した位置とし、一般図書エリアへ声が届きにくいよう配慮する
	
	
	

	
	
	利用者検索端末（OPAC）2台分の設置スペースを確保する
	
	
	

	
	多文化

サービス

エリア
	床面積（38.00㎡～42.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	エリア内に外国語資料コーナー、語学研修資料コーナー、外国語雑誌・新聞コーナーを設ける
	
	
	

	
	高齢者

エリア
	床面積（19.00㎡～21.00㎡）
	
	㎡
	

	
	YA図書

エリア
	床面積（19.00㎡～21.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	エリア内にYA図書コーナー、新着図書・特集図書コーナー、YA用雑誌コーナーを設ける
	
	
	

	
	AV

エリア
	床面積（47.50㎡～52.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	エリア内にCDコーナー、DVDコーナー、ビデオコーナー、映像資料鑑賞コーナー、CD視聴コーナーを設ける
	
	
	

	
	
	CDが試聴でき、DVDが鑑賞できるスペースを設ける
	
	
	

	
	WEB

エリア
	床面積（28.50㎡～31.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	インターネット用パソコン10台以上を利用可能なスペースを確保する
	
	
	

	
	雑誌・

新聞

エリア
	床面積（38.00㎡～42.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	サービスカウンター、ラウンジエリアと隣接する
	
	
	

	
	ラウンジ

エリア
	床面積（28.50㎡～31.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	雑誌・新聞エリアと隣接する
	
	
	

	
	対面

朗読室
	床面積（9.5㎡～10.5㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務作業室に隣接し、事務作業室から入室できる
	
	
	

	
	ｻｰﾋﾞｽ

ｶｳﾝﾀｰ
	床面積（38.00㎡～42.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務作業室、書庫と隣接する
	
	
	

	
	
	事務作業室及び書庫へは他のコーナーを通り抜けることなく行ける
	
	
	

	
	
	サービスカウンター前に十分なスペースを確保
	
	
	

	
	
	業務用パソコン4台設置できる大きさを確保
	
	
	

	
	
	エリア内に自動貸出機2台分、記載台を置くスペースを確保する
	
	
	

	
	事務

作業室
	床面積（76.00㎡～84.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	サービスカウンター、書庫、対面朗読室と隣接する
	
	
	

	
	
	図書の搬入口の近くに配置
	
	
	

	
	
	室内に男女別の更衣室、作業コーナー、休憩コーナー、ミニキッチン(W=900mm程度）を設置する
	
	
	

	
	書庫
	床面積（47.50㎡～52.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務作業室と隣接し、サービスカウンター、事務作業室から入室ができる
	
	
	

	
	
	業務用端末1台分のスペースを確保する
	
	
	

	
	授乳室
	床面積（5.70㎡～6.30㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務作業室と隣接する
	
	
	

	(5) 保健センター南千里分室
	共通
	口腔ケアセンター機能と同一階に配置する。ただし、口腔ケアセンター機能とは区画し、機能全体を施錠できるようにする
	
	
	

	
	
	4階に設置する
	
	
	

	
	
	健診の順番に沿ってスムーズに流れるように各室を配置する
	
	
	

	
	事務室
	床面積（47.50㎡～52.50㎡）
	
	㎡
	

	
	集団

検診室
	床面積（38.00㎡～42.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	出入口は待合スペース側に1カ所、予診室側に1カ所設置する
	
	
	

	
	予診室
	床面積（23.75㎡～26.25㎡）
	
	㎡
	

	
	計測室
	床面積（19.00㎡～21.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	隣接する4つの診察室と通路で通じるようにし、その通路部分に流し台（W=900mm程度）を2カ所設置する
	
	
	

	
	診察室

1～4
	床面積（各23.75㎡～26.25㎡）
	
	㎡

㎡

㎡

㎡
	

	
	
	診察室1と4の前にドアを設置し、入った部分を待合スペースとする
	
	
	

	
	
	診察室1と診察室2の間、診察室3と診察室4の間はパーテーションで間仕切り、診察室2と診察室3の間は壁面とし、ドアを設置する
	
	
	

	
	
	診察室後部は開放とし、計測室を含めて通路で繋がるプランとする。また、通路部分に流し台（W=900mm程度）を4カ所設置する
	
	
	

	
	結果説明

相談室
	床面積（76.00㎡～84.00㎡）
	
	㎡
	

	
	会議室
	床面積（33.25㎡～36.75㎡）
	
	㎡
	

	
	共用

会議室
	床面積（42.75㎡～47.25㎡）
	
	㎡
	

	
	待合

スペース
	床面積（171.00㎡～189.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	フロアの中央に配置する
	
	
	

	
	授乳室
	床面積（5.70㎡～6.30㎡）
	
	㎡
	

	
	更衣室
	床面積（男女各9.50㎡～10.50㎡）
	
	㎡

㎡
	

	
	倉庫

1、2
	床面積（28.50㎡～31.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	2室に分ける
	
	
	

	(6) 口腔ケアセンター
	共通
	4階に配置し、保健センター機能と同一階とする
	
	
	

	
	
	保健センターとは区画して、機能全体を施錠できるようにする
	
	
	

	
	事務所・情報

コーナー
	床面積（28.50㎡～31.50㎡）
	
	㎡
	

	
	歯科診療

スペース
	床面積（38.00㎡～42.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	歯科診察台2台を設置する
	
	
	

	(7) 地域保健福祉センター
	共通
	高齢者拠点施設機能と同一階とする
	
	
	

	
	
	高齢者拠点施設機能とは区画して、機能全体を施錠できるようにする
	
	
	

	
	事務室
	床面積（95.00㎡～105.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	受付カウンターは開放し、個人プライバシーに配慮（個別間仕切設置）した対面カウンターを5席設置する
	
	
	

	
	
	カウンター手前に待合スペースを確保する
	
	
	

	
	相談室

1～3
	床面積（各8.55㎡～9.45㎡）
	
	㎡

㎡

㎡
	

	
	
	事務室と隣接し、相談者が事務室を通って入室する配置とする
	
	
	

	
	会議室
	床面積（52.25㎡～57.75㎡）
	
	㎡
	

	
	ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

室
	床面積（28.50㎡～31.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室側に出入口が無く、独立して使用できる計画とする
	
	
	

	
	更衣室
	床面積（男女各7.60㎡～9.40㎡）
	
	㎡

㎡
	

	
	倉庫
	床面積（38.00㎡～42.00㎡）
	
	㎡
	

	(8) 高齢者拠点施設
	共通
	地域保健福祉センター機能と同一階とする
	
	
	

	
	
	地域保健福祉センター機能とは区画し、機能全体を施錠できるようにする
	
	
	

	
	事務室
	床面積（27.55㎡～30.45㎡）
	
	㎡
	

	
	
	機能全体が見渡せる位置に配置する
	
	
	

	
	
	更衣室（男女別）を設ける
	
	
	

	
	交流

サロン
	床面積（134.90㎡～149.10㎡）
	
	㎡
	

	
	温浴施設

（男）
	床面積（47.50㎡～52.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	温浴施設（女）及び交流サロンと隣接する
	
	
	

	
	
	事務室から見渡せる位置に配置する
	
	
	

	
	
	室内に洋式トイレを設置する
	
	
	

	
	温浴施設（女）
	床面積（47.50㎡～52.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	温浴施設（男）及び交流サロンと隣接する
	
	
	

	
	
	事務室から見渡せる位置に配置する
	
	
	

	
	
	室内に洋式トイレを設置する
	
	
	

	
	いきがい

教室
	床面積（95.00㎡～105.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室から見渡せる位置に配置する
	
	
	

	
	
	可動式パーテーションで2部屋として利用できる
	
	
	

	
	活動拠点

スペース
	床面積（45.60㎡～50.40㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室から見渡せる位置に配置する
	
	
	

	
	相談室
	床面積（19.00㎡～21.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室から見渡せる位置に配置する
	
	
	

	
	教材

収納室
	床面積（19.00㎡～21.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室から見渡せる位置に配置する
	
	
	

	(9) 市民公益活動拠点施設
	共通
	吹田市国際交流センター機能、大学コンソーシアム機能と同一階とする
	
	
	

	
	事務室
	床面積（36.10㎡～39.90㎡、相談室含む）
	
	㎡
	

	
	
	市民公益活動拠点施設全体が見渡せる位置に配置する
	
	
	

	
	交流

サロン
	床面積（85.50㎡～94.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室から見渡せる位置に配置する
	
	
	

	
	
	市民活動スペースと隣接する
	
	
	

	
	市民活動

スペース
	床面積（95.00㎡～105.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室から見渡せる位置に配置する

交流サロンと隣接する
	
	
	

	
	
	フレキシブルコーナー、資料コーナー、パソコンコーナーを設置する
	
	
	

	
	貸事務室

スペース
	床面積（69.35㎡～76.65㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室から見渡せる位置に配置する
	
	
	

	
	
	事務ブースを8ブース配置できる計画とする
	
	
	

	
	貸ﾛｯｶｰ

貸倉庫

スペース
	床面積（28.50㎡～31.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室から見渡せる位置に配置する
	
	
	

	
	会議室1
	床面積（22.80㎡～25.20㎡）
	
	㎡
	

	
	会議室

2・3
	床面積（各47.50㎡～52.50㎡）
	
	㎡

㎡
	

	
	印刷室
	床面積（28.50㎡～31.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室から見渡せる位置に配置する
	
	
	

	
	倉庫
	床面積（17.10㎡～18.90㎡）
	
	㎡
	

	(10) 吹田市国際交流センター
	共通
	市民公益活動拠点施設機能、大学コンソーシアム機能と同一階とする
	
	
	

	
	事務室
	床面積（57.00㎡～63.00㎡、倉庫含む）
	
	㎡
	

	
	
	理事長室と隣接し、扉で廊下を介さず行き来できる
	
	
	

	
	
	倉庫（9.50㎡～10.50㎡）を設置する
	
	㎡
	

	
	理事長室
	床面積（22.80㎡～25.20㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室と隣接し、扉で廊下を介さず行き来できる
	
	
	

	
	会議室1
	床面積（45.60㎡～50.40㎡）
	
	㎡
	

	
	会議室2
	床面積（51.30㎡～56.70㎡）
	
	㎡
	

	
	倉庫
	床面積（17.10㎡～18.90㎡）
	
	㎡
	

	(11) 大学コンソーシアム
	共通
	市民公益活動拠点施設機能、吹田市国際交流センター機能と同一階とする
	
	
	

	
	事務室
	床面積（28.50㎡～31.50㎡、倉庫含む）
	
	㎡
	

	
	
	倉庫（9.50㎡～10.50㎡）を設置する
	
	㎡
	

	
	会議室
	床面積（28.50㎡～31.50㎡）
	
	㎡
	

	(12) 南千里地区公民館
	共通
	（仮称）千里コミュニティプラザ機能と同一階とする
	
	
	

	
	
	（仮称）千里コミュニティプラザとは区画し、機能全体を施錠できる
	
	
	

	
	事務室
	床面積（33.25㎡～36.75㎡、倉庫含む）
	
	㎡
	

	
	
	倉庫（9.50㎡～10.50㎡）を設置する
	
	㎡
	

	
	会議室1
	床面積（23.75㎡～26.25㎡）
	
	㎡
	

	
	会議室2
	床面積（47.50㎡～52.50㎡）
	
	㎡
	

	
	会議室3
	床面積（47.50㎡～52.50㎡）
	
	㎡
	

	
	調理

実習室
	床面積（95.00㎡～105.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	調理台を生徒用4台、講師用1台設置する
	
	
	

	
	
	調理台とは別に流し台（W=1,800mm程度）を1台設置する
	
	
	

	
	和室
	床面積（42.75㎡～47.25㎡）
	
	㎡
	

	
	
	畳は20畳以上確保する
	
	
	

	
	
	床の間、押入、物入を設置する
	
	
	

	
	
	水屋を設け、置き炉を設置する
	
	
	

	
	倉庫
	床面積（9.50㎡～10.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室と隣接する
	
	
	

	(13) (仮称)千里コミュニティプラザ
	共通
	南千里地区公民館機能と同一階とする
	
	
	

	
	
	南千里地区公民館機能と区画し、機能全体を施錠できる
	
	
	

	
	
	多目的ホール、ホール控室、ベビールーム兼会議室、調整室は2階に配置する
	
	
	

	
	事務室
	床面積（33.25㎡～36.75㎡、倉庫含む）
	
	㎡
	

	
	
	倉庫（9.50㎡～10.50㎡）を設置する
	
	㎡
	

	
	
	階段、エレベーターに近く、見通しのよいところに配置する
	
	
	

	
	多目的

ホール
	2階に配置する
	
	
	

	
	
	床面積（340㎡以上）
	
	㎡
	

	
	
	ホール控室、ベビールーム兼会議室及び調整室と近接する
	
	
	

	
	
	客席は収納可能な電動式移動観覧席（250～300席）とする
	
	席
	

	
	
	カーペット敷きの親子室を設置する
	
	
	

	
	
	上手舞台には細長い廊下状の前室を設け、出演者の出待ち空間とするとともに、エントランスホールにも行き来することができる
	
	
	

	
	
	下手舞台には大きめの前室を用意し、直接出入りできる倉庫を設ける
	
	
	

	
	調整室
	舞台に正対させ、舞台が見える位置に配置し、窓を設けて生の音を確認できるよう設ける
	
	
	

	
	ホール

控室
	2階に配置する
	
	
	

	
	
	床面積（19.00㎡～21.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	舞台裏に設置する
	
	
	

	
	ﾍﾞﾋﾞｰﾙｰﾑ

兼会議室
	2階に配置する
	
	
	

	
	
	床面積（23.75㎡～26.25㎡）
	
	㎡
	

	
	
	多目的ホール、ホール控室と近接する
	
	
	

	
	視聴覚室
	床面積（85.50㎡～94.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	会議室と近接する
	
	
	

	
	創作室
	床面積（47.50㎡～52.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	会議室と近接する
	
	
	

	
	和室
	床面積（42.75㎡～47.25㎡）
	
	㎡
	

	
	
	畳は20畳以上確保する
	
	
	

	
	
	床の間、押入、物入を設置する
	
	
	

	
	
	水屋を設け、置き炉を設置する
	
	
	

	
	会議室
	床面積（47.50㎡～52.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	創作室、視聴覚室と近接する
	
	
	

	
	倉庫
	床面積（9.50㎡～10.50㎡）
	
	㎡
	

	(14) 平和祈念資料室
	共通
	諸室の配置が「資料14」のとおりとなっている
	
	
	

	
	事務室
	床面積（21.85㎡～24.15㎡）
	
	㎡
	

	
	
	ミーティングルーム（12.35㎡～13.65㎡）
	
	㎡
	

	
	
	展示コーナーと隣接する
	
	
	

	
	
	各コーナーが見渡せる位置に配置する
	
	
	

	
	
	出入口付近に受付カウンターを設置し、カウンターの出入口を2カ所設ける
	
	
	

	
	倉庫
	床面積（47.50㎡～52.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	奥行きを3.5ｍ以上確保する
	
	ｍ
	

	
	
	映像コーナーと隣接する
	
	
	

	
	展示

コーナー
	床面積（114.00㎡～126.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	事務室と隣接する
	
	
	

	
	図書

コーナー
	床面積（47.50㎡～52.50㎡）
	
	㎡
	

	
	
	受付カウンターから見渡せる位置に配置する
	
	
	

	
	視聴覚

コーナー
	床面積（14.25㎡～15.75㎡）
	
	㎡
	

	
	
	受付カウンターから見渡せる位置に配置する
	
	
	

	
	
	視聴ブース3台の設置スペースを確保する
	
	㎡
	

	
	映像

コーナー
	床面積（57.00㎡～63.00㎡）
	
	
	

	
	
	映画館のような傾斜（両脇の通路はスロープ）をつけ、固定座席（30席程度）とする
	
	席
	

	(15) 駐輪施設
	駐輪場

(附置義務)
	自転車143台以上、原付37台以上、自動二輪5台以上を確保し、地階に平面で設置する
	
	自転　台

原付　台

自二　台
	

	
	
	車路は自転車・原付専用と自動二輪専用の2つに区分する
	
	
	

	
	駐輪場

(市営)
	自転車612台以上を確保し、地下型ツリー式とする
	
	台
	

	
	
	規格外自転車用（30台分程度）の平面駐輪施設を、市営駐輪場に近接した位置（地上）に設置する
	
	台
	

	
	
	原付98台以上、自動二輪10台以上を確保し、地階に平面で設置する
	
	原付　台

自二　台
	

	
	管理

事務室1
	床面積（19.95㎡～22.05㎡）
	
	㎡
	

	
	
	更衣・休憩室（和室3畳）を設ける
	
	
	

	
	管理

事務室2
	利用者への受付用に、カウンター、窓を設置する
	
	
	

	(16) 郵便局機能
	
	1階に配置する
	
	
	

	
	
	床面積（165㎡以上）
	
	㎡
	

	(17) 共用機能
	ｴﾝﾄﾗﾝｽ

ﾎｰﾙ
	2階に配置する
	
	
	

	
	
	床面積（475.00㎡～525.00㎡）
	
	㎡
	

	
	
	展示ギャラリーを併設する
	
	
	

	
	
	受付カウンターを設置する
	
	
	

	
	
	期日前投票を行うスペース（142.50㎡～157.50㎡）を確保する
	
	㎡
	

	
	風除室
	風除室を設ける
	
	
	

	
	駐車場
	地下式機械駐車場として63台（ワンボックス対応10台含む）分を確保する
	
	台
	

	
	
	トラック（2トン程度）1台の駐車スペースを確保する
	
	
	

	
	
	マイクロバス1台分の駐車スペースを確保する
	
	
	

	
	
	車椅子使用者用駐車可能スペース（2台程度）を、本施設の出入口に近い位置に設置する
	
	台
	

	
	中央

監視室
	管理業務の利便性・効率性を重視した位置に中央監視室を設ける
	
	
	

	
	警備員

室
	警備業務の利便性・効率性を重視し、最終退出口を出入りする者が確認できる位置に設置する
	
	
	

	
	ごみ

置き場
	搬出が容易な場所に設置する
	
	
	

	
	
	収集車が容易に寄り付けるようにする
	
	
	

	
	給湯室
	床面積（4.75㎡～5.25㎡）
	
	㎡
	

	
	
	地階、千里図書館設置階を除く各階に設置する
	
	
	

	
	授乳室
	床面積（5.70㎡～6.30㎡）
	
	㎡
	

	
	
	エントランスホールと同一階に配置する
	
	
	

	
	機械室
	十分な面積が確保されている
	
	
	

	
	トイレ
	各階に設置する
	
	
	

	
	多機能

トイレ
	各階に設置する
	
	
	

	(18) 外構施設
	緑被率
	20％以上確保する
	
	％
	

	
	緑化率
	30％以上確保する
	
	％
	


（２）維持管理・運営に関する事項

	項目
	確認事項
	該当様式
	参加者

確認
	市

確認

	ア　維持管理に関する事項

	業務の

実施体制
	必要となる有資格者等による体制が構築されている
	
	
	

	
	業務分類等
	資格名・有資格者数等
	
	
	

	
	防火管理者
	※記入してください
	
	
	

	
	建築物環境衛生

管理技術者
	
	
	
	

	
	※適宜追加
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	イ　運営に関する事項

	業務の

実施
	飲食スペースを設置している
	
	
	

	
	サービス提供時間（10時から15時まで 以上）
	
	時から

時まで
	


（３）事業計画に関する事項

	項目
	確認事項
	該当様式
	参加者

確認
	市

確認

	特別目的会社の設立
	出資者
	出資比率
	
	
	

	
	構成員
	【代表企業】・・・
	％
	
	
	

	
	
	
	％
	
	
	

	
	
	
	％
	
	
	

	
	
	計　（50％を超えること）
	％
	
	
	

	
	その他出資者
	％
	
	
	

	
	合　　　計
	％
	
	
	

	事業収支計画
	事業収支計画の計算に誤り等がない
	
	
	

	
	各種発生費用の項目及び算定方法等に誤りがない
	
	
	

	
	事業期間を通じて特別目的会社に資金不足が生じない
	
	
	

	リスク管理の考え方
	適切なリスクの分担者及び分担方法が明記されている
	
	
	

	保険の加入
	◆建設期間中
	
	
	

	
	建設工事保険
	（　○　・　×　）
	
	
	

	
	第三者賠償責任保険
	保険金額

・対人賠償：

・対物賠償：
	
	
	

	
	◆維持管理・運営期間中
	
	
	

	
	第三者賠償責任保険
	保険金額

・対人賠償：

・対物賠償：
	
	
	


（注１）事業提案書で要求水準が満たされていることが確認可能な事項は、その内容が示されている様式番号（複数可）を記載し、参加者確認欄に「○」を、指定がある場合は具体的な数値などを記入すること。

（注２）事業提案書に要求水準が満たされているという具体的な記載がない場合は、実現可能であることを確認したうえで、参加者確認欄に「実現可能」と記載すること。

（注３）本様式に記載されている事項は基本要件であり、すべての要求水準を満たしていると判断するものではない。

（注４）Ａ４版必要な枚数で作成すること。

（様式第22号）

平成２１年　月　日

入　　　札　　　書

吹田市長　阪口　善雄　あて

入札参加者　グループ名　

代表企業　　所在地　

商号又は名称　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印

１．金額

	入札金額
	百
	拾
	億
	千
	百
	拾
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２．事業名　　（仮称）南千里駅前公共公益施設整備事業
上記入札価格に、取引に掛かる消費税及び地方消費税の額を加算した額をもって事業を実施するため、「（仮称）南千里駅前公共公益施設整備事業 入札説明書（業務要求水準書、基本協定書（案）、事業契約書（案）、落札者決定基準、様式集及び記載要領、サービス購入料の算定及び支払方法、モニタリング及び減額措置等を含む）を承認し、現場等熟覧のうえ、上記のとおり入札します。

（注１）入札価格は、課税事業者、免税事業者を問わず、消費税及び地方消費税を含まない積算総額を記入すること。積算総額とは、「入札金額内訳書（様式第23号）」に記した金額である。

（注２）金額はアラビア数字で表示し、頭書に￥記号を付記すること。

（注３）入札代理人による入札の場合は、代表者氏名欄に記入すること。
（参考）入札書用封筒見本

入札書用封筒見本

（例）

[image: image5.emf]合計額 H21年度 H22年度 H23年度 ･･･ H41年度 H42年度 H43年度

1　営業収益

(1) サービス購入料１

(2) サービス購入料２

①割賦元金相当分

②割賦金利相当分

(3) サービス購入料３

①サービス購入料３－１

②サービス購入料３－２

小計

2　営業費用

①建築物保守管理業務費

②建築設備保守管理業務費

③多目的ルーム保守管理業務費

④外構施設保守管理業務費

⑤環境衛生管理業務費

⑥清掃業務費

⑦植栽維持管理業務費

⑧警備業務

⑨修繕業務費

⑩駐車場・駐輪場管理業務費

⑪コンシェルジュ及びニュータウン建設記念館運営業務費

⑫保険料

⑬割賦原価

（⑭その他）

小計

3　営業利益又は損失

4　営業外損益

①営業外収益

②営業外費用

ア　支払金利1

イ　支払金利2

営業外損益

5　経常利益又は損失

6　法人税等

①国税分

②地方税分

法人税等合計

7　当期利益

8　前期繰越利益又は損失

9　登記未処分利益又は損失

10　利益処分額

①利益配当金

②その他

11　利益処分後の当期未処分利益又は損失

12　参考指標

PIRR

EIRR


（注）裏面３カ所に届出印により割印のこと。

（様式第23号）

入札金額内訳書

（単位　円）

	費　目
	実　額

	入札価格（①＋②＋③）
	

	①サービス購入料１
	

	②サービス購入料２
	

	
	(ｱ) 割賦元金分
	

	
	(ｲ) 割賦金利分

（割賦金利＝　　　％、うち利ざや　　　％）
	

	③サービス購入料３
	

	
	(ｱ) サービス購入料３－１
	

	
	(ｲ) サービス購入料３－２
	


（注１）各項目には事業期間中の総額を記入すること。

（注２）各金額には消費税を含めないこと。

（注３）入札価格は、様式第22号と整合させること。

	契約金額

（入札価格に消費税を加えた金額）
	


（注４）割賦金利の消費税計算については、法令に従うこと。

（４）施設の設計・建設に関する提案書

（様式第○－○号）
[image: image6.emf]1　資金収支計算

合計額 H21年度 H22年度 Ｈ23年度 ・・・ H41年度 H42年度 H43年度

(1)　資金の調達

①　当期利益

②　資本金

③　借入金

小計

(2)　資金の運用

①　借入金返済

②　建設工事費

小計

(3)　資金収支

(4)　利益処分

①　配当

②　その他

小計

(5)　利益処分後後資金収支

(6)　利益処分後累積資金収支

(7)　参考指標：DSCR

2　貸借対照表

H21年度 H22年度 Ｈ23年度 ・・・ H41年度 H42年度 H43年度

(1)　資産の部

①　現金

（②　その他の資産）

資本の部合計

(2)　負債・純資産の部

①　負債の部

ア　借入金

（イ　その他の負債）

負債・小計

②　純資産の部

ア　資本金

イ　その他

純資産・小計

負債・純資産の部合計

[image: image7.emf]合計額 H24年度 H25年度 H26年度 ･･･ H41年度 H42年度 H43年度

屋根

外壁

外部建具

・・・

内部床

内部壁

内部天井

・・・

外構 外構

受変電

中央監視

自家発電

蓄電池

幹線・動力

電灯コンセント

照明器具

電話機器

・・・

熱源機器

空調機器

配管

自動制御

・・・

衛生機器

給水（上水）

給湯

排水

・・・

昇降機設備 昇降機設備

項目

建築合計

設備合計

消費税

合計

外部

内部

建築

電気設備

空調設備

衛生設備

設備

（様式名称）

[image: image8.emf]1　調達額及び資金使途 金額

(1) 資金使途1

(2) 資金使途2

調達額合計

2　資金調達内訳

　(1) 出資金と借入金の構成 金額 構成比 備考

①　出資金

②　借入金

合計（＝調達額合計） 100.0%

　(2)　出資金の構成 金額 構成比 出資者名 備考

①　出資金1

②　出資金2

合計 100.0%

　(3)　借入金（金融機関等からの調達） 金額 構成比 金融機関等名 備考

①　借入金1

②　借入金2

合計 100.0%

　(4)　借入金（金融機関等以外からの調達） 金額 構成比 企業名等 備考

①　借入金3

②　借入金4

合計 100.0%

3　借入計画

　(1)　金融機関等からの調達 返済条件 金融機関等名 備考

①　借入金1 利ざや

（その他）

合計

②　借入金2 利ざや

（その他）

合計

(2)　金融機関等以外からの調達 返済条件 企業名等 備考

①　借入金3 利ざや

（その他）

合計

②　借入金4 利ざや

（その他）

合計

備考

借入金利

借入金利




（様式第１－１号）

施設計画概要

	項　目
	内　容
	備　考

	敷地面積
	○㎡
	

	建築面積
	○㎡
	

	建ぺい率
	○％
	

	延べ面積
	○㎡
	

	容積対象床面積
	○㎡
	

	容 積 率
	○％
	

	階　　数
	地上○階・地下○階
	

	高　　さ
	○ｍ
	

	構　　造
	
	

	駐車場台数
	○台（ワンボックス対応○台、トラック○台、マイクロバス○台）
	

	駐輪場台数
	○台（自転車○台、原付○台、自動二輪○台）
	

	緑 被 率
	○％
	

	緑 化 率
	○％
	


（注１）面積は小数点以下第２位まで記入すること。

（注２）面積、高さなどの数値は、図面などで確認できるようにすること。

（注３）駐輪場台数は、附置義務と市営駐輪場を分けて記入すること。

（注４）項目は、必要に応じて、適宜追加すること。



（様式第１－２号）

平成２１年○月○日

設計工程計画書

下記のとおり実施します。

（事業名）（仮称）南千里駅前公共公益施設整備事業　　　　　　

	期間

項目
	○月
	○月
	○月
	○月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）Ａ３版で作成し、具体的に記入すること。

（注２）基本設計、実施設計、建築確認申請などの予定時期（開始と完了）が確認できるようにすること。

（注３）項目・期間などは、必要に応じて、適宜追加すること。



（様式第１－３号）

平成２１年○月○日

工事工程計画書

下記のとおり実施します。

（事業名）（仮称）南千里駅前公共公益施設整備事業　　　　　　

	期間

項目
	○月
	○月
	○月
	○月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	着　　工　　日
	平成２２年　　月　　日

	引渡し予定日
	平成２４年　２月２９日

	供用開始予定日
	平成２４年　４月　１日


（注１）Ａ３版で作成し、具体的に記入すること。

（注２）上記の期日を確認できる工事工程計画書とすること。

（注３）項目・期間などは、必要に応じて、適宜追加すること。



（様式第１－４号）

面　　積　　表

１．機能別面積表

	機能
	面積（㎡）

	専用部分
	千里出張所
	

	
	千里花とみどりの情報センター
	

	
	千里ニュータウン建設記念館
	

	
	千里図書館
	

	
	保健センター南千里分室
	

	
	口腔ケアセンター
	

	
	地域保健福祉センター
	

	
	高齢者拠点施設
	

	
	市民公益活動拠点施設
	

	
	吹田市国際交流センター
	

	
	大学コンソーシアム
	

	
	南千里地区公民館
	

	
	(仮称)千里コミュニティプラザ
	

	
	平和祈念資料室
	

	
	駐輪施設
	

	
	郵便局
	

	専用部分（小計）
	

	共用部分
	

	全体面積（合計）
	


２．各室面積表及び諸元

※各室の階数、床面積、天井高さ及びアピールしたい特徴・仕様・数値などを箇条書きで簡潔に記載すること

	機能
	室名
	階数
	床面積

（㎡）
	天井高さ

（ｍｍ）
	備考

	千里出張所
	事務室
	
	
	
	

	
	・・・
	
	
	
	

	
	倉庫
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	千里花とみどりの情報センター
	事務室
	
	
	
	

	
	・・・
	
	
	
	

	
	展示ホール
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	千里ニュータウン建設記念館
	展示ルーム
	
	
	
	

	
	・・・
	
	
	
	

	
	多目的ルーム
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	千里図書館
	一般図書エリア
	
	
	
	

	
	・・・
	
	
	
	

	
	授乳室
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	保健センター南千里分室
	事務室
	
	
	
	

	
	・・・
	
	
	
	

	
	倉庫１、２
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	口腔ケアセンター
	事務所・情報コーナー
	
	
	
	

	
	歯科・診療スペース
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	地域保健福祉センター
	事務室
	
	
	
	

	
	・・・
	
	
	
	

	
	倉庫
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	高齢者拠点施設
	事務室
	
	
	
	

	
	・・・
	
	
	
	

	
	倉庫
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	吹田市国際交流センター
	事務室
	
	
	
	

	
	・・・
	
	
	
	

	
	倉庫
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	南千里地区公民館
	事務室
	
	
	
	

	
	・・・
	
	
	
	

	
	倉庫
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	（仮称）千里コミュニティプラザ
	事務室
	
	
	
	

	
	・・・
	
	
	
	

	
	倉庫
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	平和祈念資料室
	事務室
	
	
	
	

	
	・・・
	
	
	
	

	
	映像コーナー
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	駐輪施設
	駐輪場
	
	
	
	

	
	管理事務室１
	
	
	
	

	
	管理事務室２
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	郵便局
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	共用機能
	エントランスホール
	
	
	
	

	
	・・・
	
	
	
	

	
	・・・
	
	
	
	

	
	多機能トイレ
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	合計
	－
	
	－
	


（注１）業務要求水準書の第３の５の(1)から(17)までに記載している諸室について、すべて記入すること。

（注２）面積は、小数点以下第２位まで記入すること。

（注３）面積、高さなどの数値は、図面などで確認できるようにすること。

（注４）面積表は、表形式で作成すること。各室面積、各階面積、機能別面積及び延べ面積がわかる表記とすること。

（注５）Ａ３横版必要な枚数で、具体的に記入すること。

（注６）項目は、必要に応じて、適宜追加すること。



（様式第１－５号）

仕　　　上　　　表

（１）外部仕上表

	部　　位
	仕上げ概要（工法及び材料の仕様）

	屋　　根
	

	外　　壁
	

	外部建具
	

	・・・
	

	駐 車 場
	

	植　　栽
	※主な樹種を記載してください。

	敷地内外灯
	

	・・・
	


（２）内部仕上表

	室名
	床
	壁
	天井
	その他

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


	
	
	
	
	


（注１）必要に応じて、適宜項目を追加して記入すること。

（注２）Ａ３横版必要な枚数で、具体的に記入すること。



（様式第１－６号）

書架・備品リスト

事業者が整備する書架・備品を以下に示すこと。

	設置場所
	品名
	数量
	寸法

（材質・寸法など）
	備考

	機能
	室名
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注１）必要に応じて、適宜項目を追加して記入すること。



（６）事業計画に関する提案書

（様式第３－６号）

資金調達計画


（注１）単位：円。消費税等は含まないこと。

（注２）資金使途は、調達した資金の使途について、できる限り詳細かつ具体的に記入すること。

（注３）出資金と借入金の構成を記入する際の借入金は、金融機関等及び金融機関等以外からの借入金を「借入金」の欄に記入すること。なお、構成比の算出にあたっては、小数点第１位まで、第２位以下を切り捨てること（以下、構成比について同じ）

（注４）金融機関等から借り入れる借入金は、銀行、生損保、リース会社、ノンバンクなどからの借入金を対象とし、借り入れる金融機関別に区分して記入すること。同一の金融機関等からの借入金であっても、借入条件が異なる場合は区分して記入すること。上記、金融機関等については、ＰＦＩ事業に対する融資実績を別途記入すること。金融機関等名には、関心表明書などを提出した金融機関等を必ず含むこと。

（注５）金融機関等から借り入れる借入金について、建設期間中と維持管理・運営期間中の借入条件が異なる場合には、各々の借入について、その条件を2 (3)と同様の様式により作成すること。

（注６）金融機関等以外からの借入金は、（注４）に記載したもの以外から調達する全ての借入金を対象とすること。

（注７）各借入間で優先・劣後構造を採用することを想定している場合は、その詳細について備考欄に記入すること。

（注８）借入計画の借入金利は、その他（基準金利など）及び利ざやに区分し、小数点以下第３位まで、第４位以下四捨五入で記入すること。その他に該当する基準金利などは、その名称を「（その他）」欄に名称などを記入すること。また、変動・固定の別などは備考欄に記入すること。

（注９）添付のMicrosoft ExcelによりＡ４版１枚で作成すること。



（様式第３－７号）

初期投資費の内訳書


（注１）単位：円。なお、円未満は切り捨てること。

（注２）項目の内訳は、原則上記によること。

（注３）添付のMicrosoft Excel様式によりＡ４版１枚で作成すること。


（様式第３－８号）

サービス購入料の内訳書


（注１）単位：円。なお、円未満は切り捨てること。

（注２）消費税率は5.0％とすること。

（注３）「1 (2) 割賦金利」は、事業契約に定める回数による施設費（割賦元金）の元金均等の分割払いを原則とした、割賦支払に必要な割賦金利とする。

（注４）添付のMicrosoft Excel様式によりＡ３版１枚で作成し、Ａ４で折り込むこと。


（様式第３－９号）

サービス購入料の算出根拠


（注１）単位：円。なお、円未満は切り捨てること。

（注２）消費税率は5.0％とすること。

（注３）市への所有権移転費用のうち、不動産取得税は課税されないものとして記入すること。ただし、応募者は必要に応じて府税事務所に問い合せること。

（注４）「1 サービス購入料１及び２」は、様式第３－７号の各欄の合計額を記入すること。これ以外については、事業期間中の合計額及び毎年度の金額を記入すること。毎年度の金額が一定でない場合は、年度ごとの金額を記入し、金額ごとに算出根拠を記入すること。算出根拠は、支出目的や支出内容（単価・支出頻度・工数・内訳等）について、できる限り詳細に記入すること。

（注５）「1 (1) ⑩」及び「2 (3)③」については、含まれる費用項目別に記入した上で、項目別に算出根拠をできる限り詳細に記入すること。

（注６）添付のMicrosoft Excel様式によりＡ３版１枚で作成し、Ａ４で折り込むこと。


（様式第３－10号）

損益計算書・利益処分計算等


（注１）単位：千円。なお、千円未満は四捨五入して記入すること。消費税等は含まないこと。

（注２）営業収入、営業費用及び営業外損益の内訳は、原則上記によること。上記以外の内訳がある場合及び営業費用の「⑬その他」に該当する内訳を記入する場合には、応募者が適当と考えるものをできる限り詳細に記入すること。

（注３）営業外費用の支払金利は、様式第３－６号に記入した借入金の区分に応じて算出した金利を記入すること。例えば、２つの金融機関等からの借入が想定される場合には、各々の借入金に対応する支払金利ごとに記入すること。

（注４）PIRR及びEIRRは、事業期間を通じた指標の値を以下の算式により算出し、小数点第２位まで、３位以下切捨てで記入すること。

PIRR：I＝Cn÷(1＋r）nを満たすｒの値。ただし、I：設備投資額（建中金利や開業時公租公課を含む）、Cn：n年目の税引後当期損益＋割賦原価＋支払金利。

EIRR：Cap＝Cen÷(1＋re）nを満たすreの値。ただし、Cap：出資額（なお、劣後融資による調達を想定しており、当該劣後融資が資本金と同等とみなせるものについてはここに含むこと）、Cen：n年目の税引後当期損益＋割賦原価－借入金元本償還額（劣後融資のうち、資本金と同等とみなせるものの償還額を除く）

（注５）添付のMicrosoft Excel様式によりＡ３版１枚で作成し、Ａ４で折り込むこと。

（様式第３－11号）

資金収支計算・貸借対照表


（注１）単位：千円。なお、千円未満は四捨五入して記入すること。消費税等は含まないこと。

（注２）資金収支計算及び貸借対照表の内訳は、原則上記によること。上記以外の内訳がある場合並びに貸借対照表の「(1)② その他の資産」及び「(2)①イ その他の負債」に該当する内訳を記入する場合には、応募者が適当と考えるものをできる限り詳細に記入すること。

（注３）資金収支計算の「(1)③ 借入金」及び「(2)① 借入金返済」は、様式第３－６号に記入した借入金の区分に応じて記入すること。例えば、2つの金融機関等からの借入が想定されている場合には、各々の借入金に対応する借入金額、借入金返済額及び借入金残高を記入すること。

（注４）DSCRは、毎年度の値を以下の算式により算出し、小数点第２位まで、３位以下切捨てで記入すること。また、合計額の欄には平成24年度から平成43年度までの平均値を記入すること。

DSCR＝Cdn÷（Pn＋In）。ただし、DSCRn：n年目のDSCR、Cdn：n年目の税引後当期利益＋割賦原価＋支払利息、Pn：n年目の借入金返済額、In：n年目の支払利息額（劣後融資のうち、資本金と同等とみなせるものに関する返済額及び支払利息を除くものとする）

（注５）添付のMicrosoft Excel様式によりＡ３版１枚で作成し、Ａ４で折り込むこと。


（様式第３－12号）

長期修繕計画書


（注１）単位：千円。なお、千円未満は四捨五入して記入すること。

（注２）消費税率は5.0％とすること。

（注３）提案内容に応じ、適宜、項目を追加して記入すること。

（注４）添付のMicrosoft Excel様式によりＡ３版１枚で作成し、Ａ４で折り込むこと。

吹田市長　様





入　札　書　在　中





件名　（仮称）南千里駅前公共公益施設整備事業





所　 在 　地　


商号又は名称　


代表者名　








受付番号：





共通様式





受付番号：





受付番号：





○／○





※１：本様式は、（４）施設の設計・建設に関する提案書、（５）施設の維持管理・運営に関する提案書、（６）事業計画に関する提案書の【共通様式】


※２：図面の様式は、本様式に順じて作成し、タイトルを「施設計画図面集」とした表紙を付けること
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